
2営業の概況

　平素は格別のお引き立てを賜り、誠に

ありがたく厚くお礼申し上げます。

ここに、第105期（2020年4月1日～2021年

3月31日）の営業の概況と決算の状況に

つきましてご報告申し上げます。

金融経済環境

　2020年度の国内経済は、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大により４月に緊急

事態宣言が発せられ、個人消費や企業

収益、生産が大きく減少したことから急

速に悪化しました。その後は感染症の

抑制と政府の緊急経済対策の下支え、

世界経済の持ち直しを受けた輸出の

増加などから2020年の終盤にかけて

持ち直しの動きがみられました。しかし

ながら、2021年１月の再度の緊急事態

宣言により、個人消費が弱含むなど、新型

コロナウイルス感染症拡大の影響により厳しい状況が続いた一年でした。

　県内経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大により、期間中全国で２度、沖縄

県独自で３度、緊急事態宣言が発せられるなか、消費と建設が弱含み、人の移動

制限の影響を大きく受けて入域観光客数が大幅に減少するなど観光が悪化

し、改善を続けてきた雇用も悪化に転じるなど、後退しました。

営業の経過および成果

　このような環境のもと、中期経営計画「SINKA  2020」の初年度である2020年度

は、「景況に左右されず、どんな時も地域を支え、地域の発展に寄与する真のリー

ディングバンクへ」を目指す姿に、コロナ禍というこれまでに経験のない大きな景気

後退局面のなか、様々な工夫によりお客さま本位の営業活動を推進しました。

　法人ビジネス戦略では、新型コロナウイルス感染症拡大前より、スピーディーな資

金繰り支援を実施するため借入金の元金返済を据え置く提案を優先し、同時に

新規の借入相談にも積極的に応じるなど、お客さま支援を徹底しました。これらに

加え、コロナ禍において中小企業者の事業環境が厳しさを増すなかで、事業承

継、M&A等のニーズが高まっていることから、事業性評価シートを起点とする深度

ある対話によりお客さまのニーズを発掘し、最適なソリューションを提案しました。

また、沖縄県内の大手企業が出資する「株式会社琉球キャピタル」に出資し、事業

の継続が困難となった取引先のリソースを、県外、海外へ流出させることなく県内

資本で支えていくための取り組みをスタートさせました。

　リテールビジネス戦略では、個人のお客さまの資産運用のご相談から住宅ロー

ンを含む各種ローンのご相談まで、ライフステージに応じた様々な資産形成ニーズ

にスピーディーに対応できる体制を整えることを目的に、全ての窓口担当者が個

人のお客さまの相談業務をワンストップで担うフルフラット制度を導入しました。ま

た、営業店窓口を事務処理の空間からお客さまとのコミュニケーションを深める場

とするため、タブレット型セミセルフ端末を導入したことにより、一層の業務効率化を

進めました。中期経営計画の重点施策であるスマートフォンアプリでの充実した

サービスを提供していくため、株式会社千葉銀行を中心とした「TSUBASAアライア

ンス」と連携しながら、利便性の高いアプリの開発に取り組んでいます。

　キャッシュレス戦略では、コロナ禍のなかで新しい生活様式として推奨されている

電子決済（キャッシュレス決済）を推進していくための取り組みとして、カードリー

ダーにタッチするだけで決済が可能な「タッチ決済機能」をりゅうぎんVisaデビット

カードに搭載しました。なお、2015年10月に発行開始した個人向けのりゅうぎん

Visaデビットカードは発行累計枚数が14万枚を突破し、2017年１月より取り扱いを

開始したカード加盟店サービスの加盟店数は7,000店を突破しました。また、地域

にお住まいの皆さまや観光で来られたお客さまへ便利な決済環境を提供するため

の取り組みとして、県内各地の商工会や自治体と「キャッシュレス推進に関する連携

協定」を結びました。これらの取り組みを深化させ、沖縄本島のみならず、これまで

金融サービスの提供が難しかった離島地域においても金融仲介機能を発揮し、

地域社会の発展に寄与してまいります。

当行が対処すべき課題

　新型コロナウイルス感染症の拡大によりこれまで好調に推移してきた沖縄県

経済は、一転して後退局面に入りました。このコロナ禍でも、地域金融機関の

使命は「地域経済の持続的な発展を支えることであり、苦しんでいるお客さま

を全力で支えること」にあります。

　中期経営計画「SINKA 2020」では、「景況に左右されず、どんな時も地域を支え、

地域の発展に寄与する真のリーディングバンクへ」を目指す姿に掲げています。

「SINKA 2020」には、前回の中期経営計画の流れを汲みつつ、預金、融資、為替と

いった銀行本来のコア業務を「進化」させ、新たに取り組んできたキャッシュレス

決済などの銀行付随業務の「深化」を図り、琉球銀行グループ全役職員がチャ

レンジし続けることで「SINKA」していくという思いが込められております。2年目とな

る今年度は、コロナ禍による環境の変化で経済的苦境に陥っているお客さまに

対する積極的な支援の取り組みにより、地域活性化に資するため、以下の戦略

について重点的に取り組みます。

　チャネル戦略では、外出を控え、密を避けるお客さまの非対面ニーズに対応する

ため、銀行サービスをいつでも、どこでも受けられる独自アプリの開発を加速させ

ます。一方で資産運用・相続等に関するトータルプランニングをじっくりと対面で

相談したいというニーズにも柔軟に対応していくため、既存業務の徹底的な効率

化を進め、お客さまにとって相談のしやすい空間を創出していきます。

　リテールビジネス戦略では、お客さまのライフステージに応じた最適な商品・

サービスを提供する人材の育成を進め、相続ビジネスなどの資産承継コンサル

ティングや資産運用コンサルティングを強化していきます。

　法人ビジネス戦略では、お客さまの幅広い資金調達ニーズに対応するため連結

子会社である株式会社琉球リースと連携しリース媒介を推進するほか、お客さま

の経営計画書の策定から実行に至るまでの過程を一貫してサポートする総合的

なパッケージ商品を提供し、お客さまの経営力強化を積極的に支援します。

　経営管理では、貸倒引当金の見積りにおいて、過去の貸倒実績に依拠していた

これまでの算出方法を見直し、将来の景気予測等に依拠する算出方法に変更

いたしました。これにより、将来の損失や危機への備えが強化され、追加の与信

コスト発生を恐れることなく、前向きな営業活動に専念することが可能となります。

　2021年1月に株式会社沖縄銀行と「沖縄経済活性化パートナーシップ」を締結

しました。同行とバックオフィス事務を中心とした業務を共同化することで、生産

性の向上・コスト削減を図り、生み出された経営資源をお客さまへ還元していきます。

　今後も引き続き、「地域から親しまれ、信頼され、地域社会の発展に寄与する

銀行」という経営理念を達成すべく、地域の課題解決に努め、お客さまが真に求

める商品・サービスの提供に努めてまいります。
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■減収・減益。一般貸倒引当金の引当基準を見直した
　 ことにより与信コストが増加。

決算の概要（単体）

■経費は増加傾向にあるものの、役務利益も増加し、
　 顧客向けサービス利益は増加。

顧客向けサービス利益（単体）
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貸出金残高・貸出金利息の推移

＊貸出金利息については、ローン関係手数料（消費者ローン保証料、団信保険料）を控除。

■新型コロナ関連の資金繰り支援等により残高は増加。

貸出金（単体）
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■住宅ローン手数料、法人向けサービス手数料、
　　カードビジネス関連手数料等が増加するも、新型コロナの
　　影響により預かり資産の手数料は減少。

役務利益（単体）

■新型コロナの影響（条件変更等）により
　 要管理債権は増加。

開示債権（単体）
■新型コロナにかかる金融支援の実施には
　 自己資本比率の充実は不可欠であり、今後も内部留保
　 による資本の蓄積に努める。

自己資本比率（単体）
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＊完全実施ベースは、2022年3月31日からの新しい自己資本比率規制(バーゼルⅢの最終化)が適用されることを想定し、劣後債および
　土地再評価差額金の資本算入額をゼロとし、無形固定資産および前払年金費用を資本調整額として全額計上するベースで算出。
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■新型コロナ関連の資金繰り支援や定額給付金の
　支給等により残高は大幅に増加。
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